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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期

第３四半期
連結累計期間

第40期
第３四半期
連結累計期間

第39期

会計期間
自 2017年４月１日
至 2017年12月31日

自 2018年４月１日
至 2018年12月31日

自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

売上高 (百万円) 47,740 61,270 94,515

経常利益 (百万円) 7,099 13,539 15,254

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 4,439 9,180 10,937

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 5,497 9,554 10,389

純資産額 (百万円) 80,531 85,415 85,421

総資産額 (百万円) 111,863 112,813 124,829

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 40.54 83.95 99.89

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 72.0 75.7 68.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,556 7,104 34,721

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,073 △1,490 △2,847

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,889 △10,769 △9,577

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 22,871 41,379 46,539

　

回次
第39期

第３四半期
連結会計期間

第40期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2017年10月１日
至 2017年12月31日

自 2018年10月１日
至 2018年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 8.75 21.37

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．2018年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第39期の期首に当該株式

分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益を算定しております。

５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間および前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

（その他事業）

　第１四半期連結会計期間において、株式会社カプトロンは当社を存続会社とする吸収合併に伴い消滅いたしまし

た。また、株式会社カプコン管財サービスを新規設立しております。

　第３四半期連結会計期間において、CAPCOM MEDIA VENTURES, INC.を新規設立しております。

　この結果、2018年12月31日現在では、当社グループは、当社、子会社15社および関連会社１社により構成される

こととなりました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っております。

(1) 財政状態および経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における当業界は、モバイルゲームが減速傾向を示しつつ、家庭用ゲーム市場はまだ

ら模様ながら底堅く推移する状況のもと、世界の成長市場である中国において、2018年３月以降に認可申請した新

作ゲームの審査がすべて停止されるなど、ゲームの規制強化により先行き不透明感を払拭できませんでした。

一方、昨年のジャカルタ・アジア大会で公開競技となったｅスポーツにおいて、ファン層の裾野拡大に向けてリ

ーグ戦の開幕やプロチームが発足するなど、全国的に人気が広がってまいりました。

このような状況のもと、当社は昨年市場を席巻した「モンスターハンター：ワールド」（プレイステーション

4、Xbox One、パソコン用）が続伸したことにより出荷本数が1,000万本を突破し、当社の単一タイトルとしては過

去最高記録を更新しました。

また、「日本ゲーム大賞2018」において、「モンスターハンター：ワールド」が「大賞」を受賞したほか、「ロ

ックマン11 運命の歯車!!」（プレイステーション 4、Nintendo Switch、Xbox One、パソコン用）、「バイオハザ

ード RE:2」（プレイステーション 4、Xbox One、パソコン用）および「デビル メイ クライ 5」（Xbox One、プ

レイステーション 4、パソコン用）が「フューチャー部門」に選出されました。

加えて、海外での知名度向上やブランド価値の増大など人気ゲームとの相乗効果を創出するため、昨年10月に

「モンスターハンター」および「ロックマン」のハリウッドでの実写映画化を発表しました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は612億70百万円（前年同期比28.3％増）となりました。利益面

につきましては、デジタルコンテンツ事業が好伸したことにより、営業利益134億61百万円（前年同期比92.0％

増）、経常利益135億39百万円（前年同期比90.7％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益91億80百万円（前年

同期比106.8％増）となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① デジタルコンテンツ事業

当事業におきましては、前期に大旋風を巻き起こした看板タイトル「モンスターハンター：ワールド」（プ

レイステーション 4、Xbox One用）がユーザー層の拡大により人気が持続したほか、パソコン向けスチーム版

も好調に推移したことにより利益を押し上げるとともに、同じく海外向けに投入した「モンスターハンターダ

ブルクロス」（Nintendo Switch用）が安定した人気に支えられ順調に伸長するなど、モンスターハンターシ

リーズが業績向上のけん引役を果しました。

また、「ロックマン11 運命の歯車!!」（プレイステーション 4、Nintendo Switch、Xbox One、パソコン

用）および提携タイトル「レッド・デッド・リデンプション2」（プレイステーション 4、Xbox One用）が底

堅い売行きを示すとともに、昨年末に発売した「鬼武者」（プレイステーション 4、Nintendo Switch、Xbox

One用）も堅調な出足となりました。

加えて、「ストリートファイター 30th アニバーサリーコレクション」（プレイステーション 4、Nintendo

Switch、Xbox One、パソコン用）が健闘したほか、「ロックマンＸ アニバーサリー コレクション」、「ロッ

クマンＸ アニバーサリー コレクション 2」および「ロックマンＸ アニバーサリー コレクション 1+2」（い

ずれもプレイステーション 4、Nintendo Switch、Xbox One、パソコン用）も固定ファンや根強いブランド力

により順調に推移いたしました。さらに、利益率が高いリピートタイトルが堅調に販売を伸ばし、収益向上に

寄与いたしました。

この結果、売上高は478億55百万円（前年同期比55.2％増）、営業利益152億88百万円（前年同期比144.3％

増）となりました。
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② アミューズメント施設事業

当事業におきましては、身近な娯楽施設として多様な顧客に対応したゲーム機の設置やサービスデーの実

施、各種イベントの開催等によりリピーターや中高年齢者、女性、親子連れに加え、訪日外国人（インバウン

ド）など幅広い客層の取り込みに努めてまいりました。また、新機軸として昨年11月からスマートフォンやパ

ソコンの遠隔操作によるオンラインクレーンゲーム「カプコンネットキャッチャー カプとれ」を開始いたし

ました。

当期間は、２店舗をオープンするとともに、１店舗を閉鎖しましたので、施設数は37店舗となっておりま

す。

この結果、売上高は80億82百万円（前年同期比5.9％増）、営業利益８億68百万円（前年同期比6.5％増）と

なりました。

③ アミューズメント機器事業

パチスロ機部門は、市場縮小基調のもと「バイオハザード イントゥザパニック」や「ストリートファイタ

ーＶ」等を発売したものの、消費マインドの低下やホールオペレーターの投資抑制などにより、伸び悩みまし

た。

また、業務用機器部門につきましても商材不足により終始苦戦を強いられるなど、同事業は全体として軟調

に推移いたしました。

この結果、売上高は32億31百万円（前年同期比58.1％減）、営業損失６億39百万円（前年同期は営業利益21

億28百万円）となりました。

④ その他事業

その他事業につきましては、主なものはライセンス許諾によるロイヤリティ収入やキャラクターグッズなど

の物品販売で、売上高は21億２百万円（前年同期比35.4％増）、営業利益９億81百万円（前年同期比29.4％

増）となりました。

資産につきましては、前連結会計年度末に比べ120億15百万円減少し1,128億13百万円となりました。主な減少

は、「現金及び預金」51億59百万円および「受取手形及び売掛金」77億31百万円によるものであります。

負債につきましては、前連結会計年度末に比べ120億10百万円減少し273億97百万円となりました。主な減少は、

「未払法人税等」36億68百万円および「賞与引当金」16億72百万円によるものであります。

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ５百万円減少し854億15百万円となりました。主な増加は、

「親会社株主に帰属する四半期純利益」91億80百万円であり、主な減少は、「剰余金の配当」35億58百万円および

「自己株式の取得」60億１百万円によるものであります。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ51億59百万円減少し、413億79百万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、71億４百万円の収入（前年同期は55億56百万円の収入）となりました。

資金の主な増加は、「売上債権の減少額」79億72百万円（同141億40百万円）によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、14億90百万円の支出（前年同期は20億73百万円の支出）となりました。

資金の主な内訳は、「有形固定資産の取得による支出」14億54百万円（同21億75百万円）によるものでありま

す。

財務活動によるキャッシュ・フローは、107億69百万円の支出（前年同期は58億89百万円の支出）となりまし

た。

資金の主な内訳は、「自己株式の取得」60億１百万円の支出および「配当金の支払額」35億60百万円によるもの

であります。

なお、当第３四半期連結累計期間における資本の財源および資金の流動性の重要な変更はありません。
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(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

当社は、財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要およびその実現に資

する取組み

①当社グループの企業価値の源泉について

当社グループは、家庭用ゲームソフトの開発・販売を中核に、オンラインゲームの開発・配信、モバイルコ

ンテンツの開発・配信、アミューズメント施設の運営、アミューズメント機器の開発・製造・販売、その他コ

ンテンツビジネスの展開を行っております。

また、企業価値の源泉である開発部門の拡充、機動的なマーケティング戦略および販売体制の強化に加え、

コンテンツの充実やグループ全体の効率的な事業展開、財務構造の改革、執行役員制の導入、経営と執行の役

割明確化による意思決定の迅速化など、経営全般にわたる構造改革を推し進めることにより、企業価値の向上

に努めております。

②当社グループの企業価値の向上の取組みについて

当業界は、家庭用ゲーム市場における据置型高性能ゲーム機の普及に加え、スマートフォンを中心としたモ

バイルゲームの増勢により市場規模は拡大基調で推移する一方で、ゲーム専用機とスマートフォン等の主導権

争いなどにより競争環境が厳しくなっております。

このように厳しい事業環境下、当社グループが生存競争を勝ち抜いていくためには、経営環境の変化に対応

できる体制作りが、最重要課題と認識しております。

今後さらなる成長のため、戦略目標を推進、実行することにより企業価値の向上に努めてまいります。

③不適切な大規模買付行為を防止するための取組み

当社は、不適切な大規模買付行為を防止するための具体的な対応策（買収防衛策）を導入しておりません。

このため、当社株式の大規模買付を行おうとする者が出現した場合は、大規模買付行為の是非を株主の皆様が

適切に判断するための必要かつ十分な情報の提供を法令の許容する範囲内において求めるとともに、当社取締

役会の意見等を開示するほか、株主の皆様の検討のための時間の確保に努めるなど、適切な処置を講じること

に加え、より一層企業価値および株主共同の利益の確保・向上に取り組んでまいります。

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、203億30百万円であります。

また、当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の状況の重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2018年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年２月４日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 135,446,488 135,446,488
東京証券取引所
（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式。
単元株式数は100株でありま
す。

計 135,446,488 135,446,488 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2018年12月31日 ― 135,446 ― 33,239 ― 13,114

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できないことから、直前の基準日である2018年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

2018年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

25,957,900

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,094,051 同上
109,405,100

単元未満株式
普通株式

― 同上
83,488

発行済株式総数 135,446,488 ― ―

総株主の議決権 ― 1,094,051 ―

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が11,100株(議決権

111個)含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式20株が含まれております。

② 【自己株式等】

2018年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社カプコン

大阪市中央区内平野町
三丁目１番３号

25,957,900 ― 25,957,900 19.16

計 ― 25,957,900 ― 25,957,900 19.16

（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は28,695,180株であります。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2018年10月１日から2018年

12月31日まで)および第３四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 46,539 41,379

受取手形及び売掛金 12,930 5,198

商品及び製品 1,102 2,099

仕掛品 1,349 1,178

原材料及び貯蔵品 1,616 1,611

ゲームソフト仕掛品 25,635 27,720

その他 3,371 3,920

貸倒引当金 △34 △15

流動資産合計 92,511 83,093

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 11,106 10,719

その他（純額） 9,691 9,202

有形固定資産合計 20,797 19,922

無形固定資産 725 600

投資その他の資産

その他 10,819 9,229

貸倒引当金 △24 △30

投資その他の資産合計 10,795 9,198

固定資産合計 32,318 29,720

資産合計 124,829 112,813

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,625 2,548

電子記録債務 839 1,497

1年内返済予定の長期借入金 1,473 1,440

未払法人税等 4,453 785

賞与引当金 2,866 1,194

その他 14,011 7,769

流動負債合計 26,271 15,236

固定負債

長期借入金 8,315 7,450

退職給付に係る負債 2,819 2,954

その他 2,003 1,756

固定負債合計 13,137 12,161

負債合計 39,408 27,397
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 33,239 33,239

資本剰余金 21,328 21,328

利益剰余金 53,602 59,225

自己株式 △21,454 △27,456

株主資本合計 86,716 86,337

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 139 14

為替換算調整勘定 △1,142 △662

退職給付に係る調整累計額 △292 △273

その他の包括利益累計額合計 △1,295 △921

純資産合計 85,421 85,415

負債純資産合計 124,829 112,813
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2017年４月１日
　至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

売上高 47,740 61,270

売上原価 28,686 35,872

売上総利益 19,054 25,398

販売費及び一般管理費 12,044 11,937

営業利益 7,009 13,461

営業外収益

受取利息 41 98

受取配当金 14 16

為替差益 95 411

その他 102 315

営業外収益合計 253 841

営業外費用

支払利息 78 60

支払手数料 49 52

割増退職金 － 602

その他 36 47

営業外費用合計 164 763

経常利益 7,099 13,539

特別損失

固定資産除売却損 83 21

減損損失 － 393

特別損失合計 83 415

税金等調整前四半期純利益 7,015 13,123

法人税、住民税及び事業税 1,870 2,261

法人税等調整額 705 1,681

法人税等合計 2,576 3,942

四半期純利益 4,439 9,180

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,439 9,180
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2017年４月１日
　至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

四半期純利益 4,439 9,180

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 95 △125

為替換算調整勘定 938 479

退職給付に係る調整額 23 19

その他の包括利益合計 1,057 373

四半期包括利益 5,497 9,554

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 5,497 9,554

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2017年４月１日
　至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 7,015 13,123

減価償却費 3,537 2,470

減損損失 - 393

貸倒引当金の増減額（△は減少） △56 △12

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,302 △1,676

受取利息及び受取配当金 △54 △115

支払利息 78 60

為替差損益（△は益） △38 △144

固定資産除売却損益（△は益） 83 21

売上債権の増減額（△は増加） 14,140 7,972

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,202 △813

ゲームソフト仕掛品の増減額（△は増加） △10,356 △1,906

仕入債務の増減額（△は減少） △3,141 554

その他 △1,476 △7,106

小計 7,226 12,822

利息及び配当金の受取額 55 116

利息の支払額 △63 △51

法人税等の支払額 △1,661 △5,783

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,556 7,104

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,175 △1,454

有形固定資産の売却による収入 0 3

無形固定資産の取得による支出 △87 △75

その他 188 35

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,073 △1,490

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,000 -

長期借入金の返済による支出 △747 △897

自己株式の取得による支出 △3 △6,001

配当金の支払額 △2,741 △3,560

その他 △397 △309

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,889 △10,769

現金及び現金同等物に係る換算差額 941 △4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,465 △5,159

現金及び現金同等物の期首残高 24,337 46,539

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 22,871 ※ 41,379

決算短信（宝印刷） 2019年01月29日 14時35分 18ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 15 ―

【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(連結の範囲の重要な変更)

第１四半期連結会計期間において、株式会社カプトロンは当社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、

連結の範囲から除外しております。また、新たに設立した株式会社カプコン管財サービスを連結の範囲に含めてお

ります。

第３四半期連結会計期間において、新たに設立したCAPCOM MEDIA VENTURES, INC.を連結の範囲に含めておりま

す。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

連結子会社の税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

(追加情報)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

現金及び預金勘定 22,871百万円 41,379百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

―百万円 ―百万円

現金及び現金同等物 22,871百万円 41,379百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2017年６月９日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,368 25 2017年３月31日 2017年６月12日

2017年11月６日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,368 25 2017年９月30日 2017年11月24日

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2018年６月11日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,916 35 2018年３月31日 2018年６月12日

2018年10月29日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,642 15 2018年９月30日 2018年11月13日

（注）当社は、2018年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割は、

2018年４月１日を効力発生日としておりますので、2018年３月31日を基準日とする配当につきましては、株式

分割前の株式数を基準に実施しております。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

当社は、2018年10月29日開催の取締役会決議に基づき、自己株式2,737,100株の取得を行いました。この結果、当

第３四半期連結累計期間において、単元未満株式の買取による取得も含めて自己株式が60億１百万円増加し、当第

３四半期連結会計期間末において自己株式が274億56百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

デジタル
コンテンツ

アミューズ
メント施設

アミューズ
メント機器

計

売上高

外部顧客への売上高 30,844 7,632 7,711 46,188 1,552 47,740 ― 47,740

セグメント間の内部
売上高または振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 30,844 7,632 7,711 46,188 1,552 47,740 ― 47,740

セグメント損益 6,257 815 2,128 9,202 758 9,960 △2,950 7,009

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、キャラクターコンテンツ事業等を

含んでおります。

２．セグメント損益の調整額△2,950百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△2,950百万円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

デジタル
コンテンツ

アミューズ
メント施設

アミューズ
メント機器

計

売上高

外部顧客への売上高 47,855 8,082 3,231 59,168 2,102 61,270 ― 61,270

セグメント間の内部
売上高または振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 47,855 8,082 3,231 59,168 2,102 61,270 ― 61,270

セグメント損益 15,288 868 △639 15,517 981 16,498 △3,037 13,461

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、キャラクターコンテンツ事業等を

含んでおります。

２．セグメント損益の調整額△3,037百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△3,037百万円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　「デジタルコンテンツ」セグメントにおいて、処分を予定している事業資産について帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、当該減損損失計上額は393百万

円であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

１株当たり四半期純利益 40円54銭 83円95銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 4,439 9,180

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

4,439 9,180

普通株式の期中平均株式数(千株) 109,491 109,359

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．2018年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。したがいまして、前連結

会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を算定しております。

２ 【その他】

(1) 2018年10月29日開催の取締役会において、定款の規定に基づき2018年９月30日の最終の株主名簿に記載または

記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議し、配当を行いました。

① 配当金の総額 1,642百万円

② １株当たりの金額 15円00銭

③ 支払請求権の効力発生日および支払開始日 2018年11月13日

　

(2) 競争法当局の調査等について

当社グループは、欧州委員会よりＰＣゲームに関して競争法違反の疑いがあるとして調査を受けております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2019年２月４日

株式会社カプコン

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 近 藤 康 仁 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 三 浦 洋 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 幡 琢 哉 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社カプコ

ンの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2018年10月１日から2018年12月

31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社カプコン及び連結子会社の2018年12月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2019年２月４日

【会社名】 株式会社カプコン

【英訳名】 CAPCOM CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 辻 本 春 弘

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役専務執行役員 野 村 謙 吉

【本店の所在の場所】 大阪市中央区内平野町三丁目１番３号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長辻本春弘及び当社最高財務責任者野村謙吉は、当社の第40期第３四半期（自 2018年10月１日

至 2018年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いた

しました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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